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担 当 係 長 (2)

担当課長(2)

土 屋 哲 郎

金 成 賢 一

担 当 係 長 (2)

危 機 管 理 担 当 理 事

武 笠 基 和

課　　　　　長 課　　　　　長

山　　　　　田　　　　　　　巧

危 機 対 処 計 画 課 情 報 技 術 課

安 全 管 理 局
危機管理監兼安全管理局長
上 原 美 都 男

安 全 管 理 局 次 長
樋 髙 雄 治

＜区役所総務部総務課

大 野 敏 美

担当課長(3)

東　　　　　　　　　　　　　清　　　　　

富 井 眞 人

金 子 秀 行

岩 元 隆 道

鶴見区総務部総務課危機管理担当係長

危 機 管 理 課

担 当 係 長 (5)

安全管理局担当部長(危機管理課長)

※【危機対処計画課担当係長】

危機管理担当係長兼務＞※

緊 急 対 策 課

担 当 係 長 (2)

西区総務部総務課危機管理担当係長

中区総務部総務課危機管理担当係長

港南区総務部総務課危機管理担当係長

保土ケ谷区総務部総務課危機管理担当係長

金沢区総務部総務課危機管理担当係長

瀬谷区総務部総務課危機管理担当係長

港北区総務部総務課危機管理担当係長

戸塚区総務部総務課危機管理担当係長

栄区総務部総務課危機管理担当係長

泉区総務部総務課危機管理担当係長

１  危機管理に関する総合調整
２  危機管理に係る総合的な企
　画及び施策
３  横浜市危機管理推進会議
４  危機管理意識の啓発
５  危機管理監

１  危機管理に係る情報
２  危機管理センターの管理
３  危機管理に係るシステム
４  広域避難場所

１  危機対処に係る計画
２  横浜市防災会議
３  横浜市国民保護協議会

１  危機発生時の対応
２  危機対処に係る訓練
３  緊急対策に係る関係機関等
　との連携及び調整

  安 全 管 理 局
  消防訓練センター
  横浜へリポート
  横浜市民防災センター
  消     防     署
  消 防 出 張 所
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　１
　１
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安全管理局の組織機構・事務分掌
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消 防 団 係

担 当 係 長

久 保 田 真 人

庶 務 係

経 理 係

音 楽 隊

厚 生 係

（職員担当）

担 当 係 長

車 両 係

人 事 課
課　　　　　長

総 務 部

総 務 課
課　　　　　長課　　　　　長

齋 藤 俊 彦

部　　　　　　長

鈴　　　　　木　　　 　　　　洋　　　　　　

阿 部 昭 一

企 画 課

人 事 係担 当 係 長 (3)

施 設 課

太　　　　　田　　　　　　　孝

施 設 係

課　　　　　長

１　消防職員の任免、宣誓、分
　限、懲戒、服務その他身分
２　消防職員の定数及び配置
３　消防職員の給与、勤務時間
　その他勤務条件
４　消防職員の勤務成績の評定
５　消防職員の募集、選考及び
　試験
６　表彰
７　消防職員の勤務規律
８　消防職員の公務災害補償及
　び賞じゅつ
９　横浜市職員共済組合長期給
　付及び退職給与金等
10　横浜市安全管理局消防職員
　委員会
11　課内の庶務

１　安全管理局の重要事項に係
　る企画
２　安全管理局の事務事業に係
　る総合調整
３　安全管理局の主要事務事業
　に係る進行管理
４　安全管理局の組織
５　消防関係諸規程の審査及び
　消防関係例規の編さん
６　安全管理局の業務改善
７　消防行政区画
８　安全管理局の事務事業の広
　報、広聴及び情報ネットワー
　ク

１　消防職員の服制
２　消防職員の福利厚生
３　消防職員の健康管理
４　消防職員の文化体育

１　消防施設等の建設
２　消防の用に供する土地の確
　保
３　財産の取得、管理及び処分
　（他の局、部、課、係の主管
　に属するものを除く。)
４　消防職員待機宿舎
５　執務環境の研究、改善
６　課内の庶務

１　消防用車両、船舶等の選
　定、取得、配置、管理及び処
　分
２　消防自動車整備工場

１　局内の予算及び決算
２　諸手数料その他収入
３　諸契約
４　物品の出納及び保管
５　消防職員の給、貸与品の購
　入、支給及び保管
６　消防用油脂類の出納

１　消防団
２　消防作業等従事者及び防災
　訓練参加者の災害補償
３　消防用車両等による交通事
　故の処理

１　公印の管守
２　文書
３　儀式及び渉外
４　消防関係諸会議
５　消防関係諸機関との連絡
６　横浜市民共済生活協同組合
７　財団法人横浜市防火協会
８　全国消防長会
９　庁中取締り
10　他の部、課及び課内の他の
　係の主管に属しないこと

１　派遣の受付、承認等
２　演奏
３　楽器、楽譜及び演奏資料
４　演奏及びパレードの訓練及
　び計画
５　その他音楽隊
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課　　　　　長 課　　　　　長

消 防 設 備 係

予 防 部
部　　　　　　長

指 導 課

恵  美  須　　　　　　　望

髙 橋 規 夫

地 域 安 全 支 援 課

今 井 和 隆

予 防 課

 原 晴 彦

課　　　　　長課　　　　　長

査 察 係

査 察 課

査 察 企 画 係

髙 坂 哲 也

予 防 係

（防犯担当）

（地域防災担当）

担 当 係 長

担 当 係 長

普 及 係

担当課長(2)

鈴 木 秀 明

田 上 和 仁

担 当 係 長 (2)

危 険 物 係

１　火災予防査察に係る企画立
　案及び執行管理
２　消防用設備等及び特殊消防
　用設備等の点検
３　消防用設備等及び特殊消防
　用設備等の維持管理の指導
４　火気使用設備等
５　防火対象物の定期点検報告
６　防炎処理
７　防火対象物の防火管理指導
８　課内の庶務

１　火災予防特別査察の執行
２　火災予防等に係る違反是正
３　危険物による事故及び災害
　に係る行政措置

１　危険物行政に係る調査及び
　企画
２　危険物施設に係る許可、認
　可、届出、承認等
３　危険物取扱者等及び危険物
　保安監督者等
４　少量危険物及び指定可燃物
５　危険物施設に係る自衛消防
　組織
６　石油コンビナート等災害防
　止法(昭和50年法律第84号)の
　施行(他の部、課の主管に属
　するものを除く。)。
７　液化石油ガス貯蔵施設等の
　設置等の許可に係る意見
８　危険物施設の定期点検
９　危険物施設の保安、点検等
　に係る技術の研究及び指導
10　課内の庶務

１　建築物等の防火指導
２　建築物の許可、認可及び確
  認の同意
３　消防用設備等及び特殊消防
  用設備等の研究及び指導
４　消防用設備等及び特殊消防
  用設備等の設置に係る検査及
  び指導

１　火災予防施策に係る企画、
　調査及び研究
２　災害予防の指導
３　火災予防に係る連絡調整
４　防火管理に係る講習
５　事業所の自衛消防等の育成
　及び指導
６　社団法人横浜市火災予防協
　会及び財団法人横浜市防災指
　導協会
７　部内他の課、係の主管に属
　しないこと。

１　火災予防に係る普及啓発
２　市民防災の日実践活動
３　地域防災組織の育成及び指
　導
４　家庭防災員
５　児童及び生徒に対する防災
　思想の普及及び指導
６　高齢者等に対する防災指導
７　その他市民に対する防災思
　想の普及及び指導
８　消防関係資料の管理

１　防犯対策の企画及び連絡調
　整
２　防犯対策の事業の実施
３　防犯関係の調査及び資料の
　収集
４　防犯対策に関する関係行政
　機関及び関係諸団体との連絡
　調整
５　地域防災活動の支援
６　災害対策備蓄
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課　　　　　長

林　　 　　　　 　　　　久　　 　　人

課　　　　　長

星 川 正 幸

担当課長(2)

荒　　　　　井　　　　　　　守

救 急 指 導 係調 査 係

救 助 係
司 令 第 一 係

担 当 係 長

（消防救急無線デジタル化担当）

シ ス テ ム 管 理 係

司 令 課

中 村 榮 宏

坂　　　　　野　　　　　　　満

警 防 係

警 防 部
部　　　　　　長

警 防 課

現 場 指 揮 係

司 令 第 二 係

担 当 係 長

計 画 係 救 急 企 画 係

計 画 課 救 急 課

中 嶋 俊 明 菊 池 清 博

課　　　　　長 課　　　　　長

担 当 係 長

１　災害現場の指揮の支援
２　消防訓練
３　火災等の災害における現場
　活動についての監察

１　救助企画
２　救助技術の指導
３　救助訓練
４　救助用資機材
５　救助統計

１　消防戦術
２　警防の統括
３　災害の警戒及び警防活動
４　消防隊等の運用計画
５　警防用資機材（他の課の主
　管に属するものを除く。)
６　災害対策基本法(昭和36年
　法律第223号)及び石油コンビ
　ナート等災害防止法に基づく
　消防活動
７　消防事象に係る関係機関と
　の連絡調整
８　部内他の課、係の主管に属
　しないこと

（司令第一係に同じ）

１　災害通信の受信等
２　消防隊及び救急隊等の管制
　及び指令
３　消防隊、救急隊等の運用
　（警防係の分担事務４及び救
　急企画係の分担事務４に係る
　ものを除く。）
４　危機発生時の危機対処
５　災害の速報及び連絡
６　火災警報等
７　気象、消防障害等の情報収
　集及び連絡

１　警防支援情報等の収集及び
　管理
２　消防通信機構の研究改善
３　消防通信施設の配備及び技
　術指導
４　消防通信施設の保守管理
５　その他防災通信
６　課内の庶務

１　警防計画
２　消防水利
３　防火水槽の設置及び維持管
　理
４　横浜市危機管理指針に基づ
　く消防に係る計画の原案作成
５　消防相互応援協定及び協約
６　課内の庶務

１　火災その他の災害の調査
２　災害の分析及び記録
３　調査技術の研究及び指導
４　災害の情報
５　消防統計（救急及び救助統
　計を除く。)

１　救急医療及び救急技術の調
　査研究
２　救急隊の訓練指導
３　救急救命士の実務訓練
４　感染防止
５　応急処置の普及
６　民間の患者等搬送事業の指
　導及び認定

１　救急企画
２　医療機関等
３　救命指導医
４　救急隊の運用計画
５　横浜市救急業務委員会
６　救急資器材及び救急薬品
７　救急統計
８　課内の庶務
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科　　　　　長

担 当 係 長 (2)

森　　　　　田　　　　　　　清

課　　　　　長

渋 谷 豊 美

教 育 課

空　　港　　長

中 山 知 久

担 当 係 長 教 育 第 一 係

担 当 係 長

（救急救命士等養成担当）

教 育 第 二 係

航 空 管 制 科

横 浜 ヘ リ ポ ー ト消 防 訓 練 セ ン タ ー

課　　　　　長

安全管理局担当理事(消防訓練センター所長)

原　　　　  　　　　　　  周　　 　　　二

研 究 開 発 係

管 理 係

管 理 ・ 研 究 課

関 口 輝 雄大　　　　　砂　　　　　　　章

横浜市民防災ｾﾝﾀｰ
所　　　　　長

１　航空業務計画
２　ヘリポートの施設の維持管
　理
３　航空機の管制
４　航空機による消防戦術及び
　消防活動
５　消防活動以外の行政活動に
　係る航空機の運航
６　航空機の運航に係る申請、
　届出等
７　航空機の操縦訓練
８　航空機に装備する消火用機
　資材及び救助用機資材の維持
　管理
９　運航諸記録の管理
10　ヘリポートの予算及び決算
11　他の科の主管に属しないこ
　と

１　人材育成のための教育訓練
　に係る立案及び計画の策定
２　消防訓練センターにおいて
　教育訓練を受ける者の人事管
　理（新たに採用された消防職
　員に係るものに限る。）
３　教育訓練に係る実施計画の
　策定
４　消防訓練センターで実施す
　る消防職員（新たに採用され
　た消防職員に限る。)の教育
　訓練
５　教育訓練に係る指導要綱の
　作成
６　消防訓練センターにおいて
　教育訓練を受ける者（消防職
　員に限る。)の生活指導
７　消防職員の体力検定
８　その他教育訓練（他の係の
　主管に属するものを除く。)
９　他の係の主管に属しないこ
　と

１　消防訓練センターで実施する消
　防職員（新たに採用された消防職
　員以外の消防職員に限る。)の教
　育訓練
２　救急救命士等の養成に係る教育
　訓練の調整
３　消防訓練センターで実施する消
　防団員の教育訓練
４　消防訓練センターで実施する自
　衛消防隊員の防災教育訓練
５　消防訓練センターで実施する防
　火管理者の防災教育訓練
６　消防訓練センターで実施する家
　庭防災員の防災教育訓練
７　その他消防訓練センターで実施
　する市民に対する防災教育訓練
８　所属職員に対して実施する教育
　訓練の指導
９　消防体育訓練の研究、指導及び
　普及
10　教育訓練機関等に対する教育訓
　練の委託

１　消防訓練センターの文書
２　消防訓練センターにおいて
　教育訓練を受ける者の保健衛
　生及び福利厚生
３　消防訓練センターの施設及
　び教育訓練に係る環境の研究
　及び整備
４　消防訓練センターの庁舎、
　宿舎、教育訓練施設その他の
　施設及び土地並びに物品の管
　理
５　消防訓練センターの車両の
　安全運転管理
６　消防訓練センターの食堂
７　教育訓練の基本に係る総合
　企画、調整及び教育年間計画
８　教育訓練に係る資料の調査
　、収集、編集及び配布並びに
　教材の整備及び管理
９　教育訓練に係る統計
10　教育訓練に係る記録の作成
　及び管理
11　他の教育訓練機関等との連
　絡調整
12　消防訓練センター内の他の
　課及び係の主管に属しないこ
　と

１　消防科学化の研究及び開発
　並びにこれらに基づく指導
２　特殊災害の分析及びその対
　策
３　鑑識及び鑑定
４　危険物等の判定試験
５　研究・開発情報に係る情報
　及び資料の収集
６　消防用車両、消防用個人装
　備その他資機材の研究、開発
　及び改善
７　地震情報収集

１　横浜駅周辺の消防活動
２　特殊災害に対する消防活動
３　災害に係る資料、防災用機
　資材等の展示
４　防災に係る講習会、講演会
　等の開催
５　その他防災センターの設置
　目的を達成するために必要な
　事項
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担 当 係 長

消 防 署
＜区役所総務部

安全管理担当部長兼務＞

経 理 係

庶 務 係

庶 務 課

警 備 第 一 係

(警備担当)

予 防 課

予 防 係

担 当 課 長

警 備 第 一 課

指 導 係

防 災 第 一 係

査 察 係

計 画 第 一 係

＜区役所総務部総務課

安全管理担当課長兼務＞

科　　　　　長

大　　　　　山　　　　　　　潔

副 署 長整 備 科

※

※ (18)

鶴見、神奈川、西、中、

南、港南、保土ケ谷、

旭、磯子、金沢、港北、

緑、青葉、都筑、戸塚、

栄、泉、瀬谷

１　公印の管守
２　文書
３　広聴
４　消防表彰
５　署員の服務及び勤務規律
６　署員の勤務成績の評定
７　署員の公務災害補償等の手
　続
８　署員の保健衛生及び福利厚
　生
９　消防用車両等の維持管理（
　他の課の主管に属するものを
　除く。)
10　消防団
11　消防作業等従事者及び防災
　訓練参加者の災害補償
12　署員の文化体育
13　署員の人材育成
14　消防署沿革誌の編集
15　財団法人横浜市防火協会支
　部
16　諸会議
17　他の課及び他の係の主管に
　属しないこと

１　航空機、救助用機資材等の
　整備
２　航空機の整備用機資材の管
　理
３　航空機に設置された映像伝
　送装置の運用及び維持管理
４　航空機の整備訓練
５　整備諸記録の管理

１　火災予防計画
２　火災予防関係申請等の処理
３　火災予防に係る普及啓発
４　防火管理に係る講習
５　家庭防災員等
６　自衛消防等の育成指導
７　その他市民に対する防災思想
　の普及及び指導
８　火災予防協会

１　危険物に係る許可、認可、届
　出、承認等
２　危険物取扱者等並びに危険物
　保安監督者等の指導及び講習
３　少量危険物及び指定可燃物
４　液化石油ガス貯蔵施設等の設
　置等の許可に係る意見
５　建築物の防火指導
６　建築物の許可、認可及び確認
　の同意事務
７　建築物の許可等の同意事務に
　係る消防用設備等及び特殊消防
　用設備等の設置指導及び検査

１　火災予防査察
２　火災予防等に係る違反是正
３　防火対象物の防火管理指導
４　消防用設備等及び特殊消防用
　設備等の点検
５　消防用設備等及び特殊消防用
　設備等の維持管理の指導
６　防炎処理

１　予算及び決算
２　契約
３　諸手数料の徴収
４　署員の給料及び諸給与金
　の支給
５　横浜市職員共済組合長期
　給付及び退職給与金等の手
　続
６　物品の保管及び請求、払
　出等
７　不用物品等の処分手続

１　消防隊の運用
２　消防戦術
３　災害現場の指揮
４　火災等の災害における現場活
　動についての監察
５　災害現場広報
６　消防訓練
７　消防事象の情報収集及び連絡
８　警防用資機材
９　火災警報等及消防通信
10　消防車両の保守
11　救助統計
12　防災指導、火災予防査察その
　他の火災予防事務
13　課内の庶務

１　警防計画
２　警防査察
３　風水害対策
４　警防活動関係申請等の処理
５　防災指導、火災予防査察その
　他の火災予防事務

１　消防水利
２　地震対策
３　警防活動障害に係る申請等の
　処理
４　防災指導、火災予防査察その
　他の火災予防事務
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救 急 第 二 係

調 査 第 二 係

調 査 第 一 係

救 急 第 一 係

警 備 第 二 課

警 備 第 二 係

計 画 第 二 係

防 災 第 二 係

警 備 第 三 課

警 備 第 三 係

計 画 第 三 係

防 災 第 三 係

調 査 第 三 係

救 急 第 三 係

（警備第一係に同じ。）

（計画第一係に同じ。）

（防災第一係に同じ。）

（調査第一係に同じ。）

（救急第一係に同じ。）

１　火災及びその他の災害の
　調査
２　災害の情報収集
３　消防統計（救急及び救助統計
　を除く。)
４　り災証明等
５　防災指導、火災予防査察その
　他の火災予防事務

１　救急隊の運用
２　救急統計
３　救急隊の活動
４　救急訓練
５　救急資器材及び救急薬品
６　医療機関等
７　防災指導、火災予防査察その
　他の火災予防事務

（警備第一係に同じ。）

（計画第一係に同じ。）

（防災第一係に同じ。）

（調査第一係に同じ。）

（救急第一係に同じ。）

【港北・栄消防署】
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救 急 第 二 係

救 急 第 三 係

消 防 出 張 所

消 防 第 三 係

救 急 第 一 係

消 防 第 一 係

消 防 第 二 係

（消防第一係に同じ。）

（消防第一係に同じ。）

【港北・栄消防署】

１　消防用車両等の維持管理
２　庁舎（付属する施設及び器具を
　含む。）の保全及び庁中取締り
３　消防に係る相談
４　消防法令等に基づく届出の受付
５　防災指導、火災予防査察その他
　の火災予防事務
６　消防隊の活動
７　災害現場の情報収集及び現場広報
８　火災警報等及び消防通信
９　消防訓練（救急訓練を除く。)
10　消防事象の情報収集及び連絡
11　消防水利
12　火災及びその他の災害の調査
13　自衛消防の訓練指導
14　警防計画の策定
15　消防統計（救急統計を除く。）
　資料の作成

１　救急隊の活動
２　救急統計資料の作成
３　救急訓練
４　救急資器材及び救急薬品
５　医療機関等
６　防災指導、火災予防査察その他
　の火災予防事務

（救急第一係に同じ。）

（救急第一係に同じ。）

【港北・栄消防署】
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平成20年度 「安全管理局運営方針」（概要版） 

安全管理局の基本理念 Ⅰ 

安全管理局は、あらゆる危機への迅速かつ的確な取組を推進し、ヨコハマに住む人、

訪れる人が『安全・安心を実感できる都市』の実現を目指します！ 

４つの基本目標 Ⅱ 

 基本理念の実現を目指し、 

  １ 安全・安心な暮らしをサポートします！ 

  ２ あらゆる危機に的確に対処します！ 

  ３ 安全基盤の整備を推進します！ 

  ４ 親しまれ、信頼される組織づくりを推進します！  

   の４つの基本目標を掲げ、全職員が一丸となって、現有の組織力を最大限に発揮し、

目標達成に向けて各事業を推進します。 

現 状 と 課 題 Ⅲ 

１ 大規模地震をはじめ、あらゆる危機に対応するため、危機管理戦略事業を確実に推進

していく必要がある。 

２ 第４回アフリカ開発会議等の成功に向けた関係施設の安全確認及び危機発生時に迅

速・的確な対応ができる体制整備を更に推進する必要がある。 

３ 「横浜市救急条例」に基づく、新たな救急体制を構築し、公正・公平な救急サービス

を提供することにより救命率の向上を図る必要がある。 

４ 市民からの要望は、「防犯対策」が５年連続１位となっており、防犯対策のさらなる推

進が必要である。一方で、刑法犯認知件数が減少に転じていることから、市民の体感不

安解消に向けた取組も必要である。 

５ 危機管理センターの整備を完了させるほか、あらゆる危機に対処するための情報基盤

の整備が必要である。 

６ 風通しの良い職場づくりを更に推進するとともに、「組織目標」や「各職場における情

報」の共有について、より一層の取組が必要である。 

基本目標１：安全・安心な暮らしをサポートします！ 

さまざまな防犯対策を継続して推進するとともに、防犯活動に関する広報を行い、市民に対して犯罪を

許さない都市横浜をアピールします。 

 また、大規模震災時における被害軽減を図るため、木造住宅耐震化に係る事業を推進するとともに、市

民への効果的なＰＲについて検討を行うほか、住宅用火災警報器の設置や放火対策、地域防災力の向上に

向けた取組を推進し、安全・安心な暮らしのサポートを推進します。 

－最重点推進事業－ 
１：体感不安解消・防犯キャンペーン ２：木造住宅耐震化の促進 ３；住宅防火対策の推進 

基本目標２：あらゆる危機に的確に対処します！ 

 第４回アフリカ開発会議や北海道洞爺湖サミット、開港 150 周年記念イベント等の開催に向け、警戒体

制の強化を図るほか、関係局と連携しながら新型インフルエンザ対策等を推進していきます。また、大規模災

害時における行政サービスを維持するため、横浜市業務継続計画（ＢＣＰ）の策定に着手します。 

さらに、新たな救急システムを構築するとともに、救急車の適正利用に向けた広報等を戦略的に行い、

救命率の向上を図ります。 

 そのほか、消防団の資機材・車両の整備を行うとともに、より効果的な活動体制の検討を行います。 

－最重点推進事業－ 

４：アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）等の開催に伴う警戒体制の強化 

５：横浜市業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

６：新たな救急システムの構築     ７：消防団活動体制の充実強化

基本目標３：安全基盤の整備を推進します！ 

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）に対応するため、デジタル移動無線システム等を活用し、国

からの緊急情報を市民に伝達するシステムを構築します。 

また、高度安全安心情報ネットワーク（ＡＳＩＮ）や消防・救急デジタル無線の整備を進めるとともに、

横浜型消防力再編計画に基づく消防力の適正配置を推進します。 

－最重点推進事業－ 
８：緊急警報伝達システムの整備   ９：危機管理に関する情報基盤の整備 

基本目標４：親しまれ、信頼される組織づくりを推進します！ 

 市民を守り続ける体制を構築するため、消防署における、より効率的・効果的な業務執行体制、勤務体

制の構築に向けた試行・検証を進めます。 

また、対話を重視した職場環境作り、あらゆるツールを活用した組織目標や各職場における情報の共有

化を図るほか、コンプライアンス教育をはじめとした職員教育を推進するとともに、関係局と調整を進め、

消防職員及び消防団員の処遇改善を行います。 

－最重点推進事業－ 
10：市民を守り続ける体制の構築  11：情報の共有化と職場風土改革の推進  

基本目標の実現を目指した主な取組 

道路・安全管理委員会 資料

平成20年６月２日 安全管理局
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基本目標の実現を目指した最重点推進事業 Ⅳ 

＜基本目標１：安全・安心な暮らしをサポートします！＞ 

最重点１ 体感不安解消・防犯キャンペーン 

さまざまな防犯対策を継続して推進するとともに、テレビ、新聞などの広報媒体を 

活用し、身近な犯罪である自転車盗、振り込め詐欺の防止をはじめ、あらゆる防犯活 

動に関する広報を行い、市民に対して犯罪を許さない都市横浜をアピールすることで、 

市民の体感不安の解消を目指します。 

 

最重点２ 木造住宅耐震化の促進 

 「木造住宅耐震診断士派遣事業」、「木造住宅耐震改修促進事業」等の制度に加え、新たに実施する「木造住

宅建替補助事業」や「耐震シェルター等設置推進事業」等について、効果的に市民へＰＲするための手段を検

討し、大規模地震発生時における被害軽減策 

の推進を図ります。 

最重点３ 住宅防火対策の推進 

 住宅用火災警報器の設置促進を図るとともに、地域との協働による放火防止対策を推進し、火災の未然防

止・早期発見による被害軽減を目指します。 

目標 
防犯対策に対する市民満足度の向上 

【19 年度末５％→20 年度末 6％】 

目標
・市民への効果的なＰＲ手段の確立【３月】 

・木造住宅耐震診断【2,500戸】 

＜基本目標２：あらゆる危機に的確に対処します！＞ 

最重点４ アフリカ開発会議開催等に伴う警戒体制の強化 

アフリカ開発会議や北海道洞爺湖サミット、開港150周年 

記念イベント等の開催に備え、関係機関と連携した警戒体制 

を強化し、関連施設の安全確認やテロを想定した訓練を実施 

するなど的確な対策を図ります。 

 

 

最重点５ 横浜市業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

大規模災害時における市民生活に必要な行政サービスの提供を維持するため、全庁的な策定検討組織を立ち

上げ、関係区局担当課等と議論・検討しながら 

策定方針を決定し、区役所業務の調査・仕分けを 

行った上で、業務中断による影響分析等を実施し 

ます。 

最重点６ 新たな救急システムの構築 

「横浜市救急条例」の施行に向けて、救急隊等の弾力的な運用体制を確 

立するとともに、医療従事者等による適切なアドバイス等を行う救急相談 

サービスを導入するなど、新たな救急シス 

テムを構築し、救命率の向上を図ります。 

最重点７ 消防団活動体制の充実強化 

消防団の効率的な活動を促進するため、分団数、班数等の再編を行うとともに、必要な積載車及び器具置場

を適正に整備し、消防団活動体制の充実強化を図ります。 

また、消防団員の処遇改善に向け、関係局と調整を進めます。 

目標 
・アフリカ開発会議等に伴う警戒体制の確立【７月】 

・開港150周年記念イベントの警戒体制の確立 【３月】 

目標
区役所業務について、危機発生時に優先実施す

べき業務を選定           【３月】 

目標 
救急隊等の運用体制の確立と 

救急相談サービスの導入【10 月】 

 

目標 
・分団・班の再編の推進     【３月】 

・積載車、器具置場の整備 【20台、６棟】

最重点８ 緊急警報伝達システムの整備 

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を介して配信される国からの 

緊急情報を、市内４６８か所の地域防災拠点等から多くの市民に伝達する 

ための「緊急警報伝達システム」の整備を進めます。 

 
 
 

最重点９ 危機管理に関する情報基盤の整備 

高度安全安心情報ネットワーク（ＡＳＩＮ）の整備を推進し、関係機関等との連携を強化す

るほか、平成28年５月までに移行する必要がある消防・救急デジタル無線の整備に向け、候補

基地局からの電波到達距離や範囲を実地調査し、県下の基地局数の決定などを行います。 

 

 

最重点 10 市民を守り続ける体制の構築 

消防署における新たな勤務体制・業務執行体制の構築に向け、一部の消防署 

における試行を継続し、より効果的・効率的に市民サービスを提供できる体制 

を構築するほか、職員の処遇改善について関係局と調整し、検討を進めます。 

                

 

 

 

最重点 11 情報の共有化と職場風土改革の推進 

              Ｅラーニングシステムやグループウェア等のツールを活用した情報提供の場を

作り、局全体における情報の共有化を図るほか、改革推進委員会における活発な

議論や改革事例発表会を開催し、改善・改革の連鎖を促進するなど、市民満足度

の向上を目指した職場風土改革を推進します。 

消防司令センター

＜基本目標３：安全基盤の整備を推進します！＞ 

目標
システム全体の設計及び６区分の実施設計の完了 

【３月】 

目標

・ ＡＳＩＮ（関係機関30か所、消防車両58台等のネットワーク）の整備完了 【12月】

・ デジタル化に関する基本設計に向け、県下各消防本部との調整が終了し、当局

の無線運用についての基本構想を確立               【12月】 

目標
・試行の検証  【12月】 

・検証結果に基づく方向性の確立 【３月】

目標 
情報が共有化され、活発な議論が行われるなど、各職

場における改善・改革の取組が推進     【３月】

横浜市国民保護（テロ対策）実働訓練 

防犯啓発イベント

ハマ君

「安全・安心実感都市」の実現 

＜基本目標４：親しまれ、信頼される組織づくりを推進します！＞

目標 
・自治会等での住宅用火災警報器の共同購入【280自治会】

・放火防止カメラの設置促進       【12月】 

高規格救急車 

ミニ消防車



 
 
 
 

救える命を救いたい！                 

考えてみましょう･･･救急車の利用

平成20年６月２日 安全管理局

道路・安全管理委員会 資料
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Ⅰ 安全管理局の基本理念 Ｐ１ 

Ⅱ ４つの基本目標 Ｐ１ 

Ⅲ 現状と課題 Ｐ１ 

Ⅳ 基本目標の実現を目指した重点推進事業 Ｐ２ 

 ＜基本目標１関連＞ P２ 

１－１ 体感不安解消・防犯キャンペーン 

１－２ 木造住宅耐震化の促進 

１－３ 住宅防火対策の推進 

    １－４ 機動力ある子どもの安全の推進 

１－５ ライフステージに応じた防災教育の充実 

１－６ 安全・安心ステーション事業の推進 

  ＜基本目標２関連＞ P３ 

２－１ アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）開催等に伴う警戒体制の強化 

２－２ 横浜市業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

２－３ 新たな救急システムの構築 

２－４ 消防団活動体制の充実強化 

２－５ 危機対処計画の見直し等による危機管理体制の充実強化 

２－６ 危機管理センターの整備 

２－７ 全市的な危機対処力の向上 

２－８ 新たな警防体制・戦術の構築 

 ＜基本目標３関連＞ P５ 

３－１ 緊急警報伝達システムの整備 

３－２ 高度安全安心情報ネットワーク（ＡＳＩＮ）の整備 

３－３ 消防・救急デジタル無線の整備 

   ３－４ 消防庁舎の整備と適正配置の推進 

 ＜基本目標４関連＞ P６ 

    ４－１ 効率的・効果的な業務執行体制の構築に向けた取組 

４－２ 情報共有化の推進と職場風土改革の推進 

４－３ 人材育成、職員教育の推進 

   ４－４ 地球温暖化対策の推進 

近年、首都直下地震等の大規模地震の切迫性が指摘されているほか、地球温暖化に伴

う自然災害の発生や新型インフルエンザ等の発生が危惧されています。 

このような時代の中で、横浜市の危機管理を担う安全管理局として、市民の皆さまの

期待に十分に応えていくためには、3,400人を超える職員と600台の車両を保有する

「横浜消防」が持つ組織力と機動力を最大限に活かし、いかなる危機事態が生じても柔

軟な考えを持って臨機応変に対応することが重要であります。 

～ 目 次 ～ 

誕生から３年目を迎える平成20年度の運営方針では、危機管理戦略に基づく事業の確

実な推進を図ることを念頭に置き、最重点となる施策、事業を選定しました。 

この運営方針に掲げる事業を着実に進め、市民の皆さまが、心から「安全・安心」を

実感できる都市の実現を目指します。 

安全管理局長 上原 美都男

～ は じ め に ～
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Ⅰ 安全管理局の基本理念                     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ ４ つ の 基 本 目 標                     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ 現  状  と  課  題                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本理念の実現を目指し、 

１ 安全・安心な暮らしをサポートします！ 

２ あらゆる危機に的確に対処します！ 

３ 安全基盤の整備を推進します！ 

  ４ 親しまれ、信頼される組織づくりを推進します！  

   の４つの基本目標を掲げ、全職員が一丸となって、現有の組織力を最大限に発揮し、

目標達成に向けて各事業を推進します。 

安全管理局は、あらゆる危機への迅速かつ的確な取組を

推進し、ヨコハマに住む人、訪れる人が『安全・安心を実感で

きる都市』の実現を目指します！ 

１ 大規模地震をはじめ、あらゆる危機に対応するため、危機管理戦略事業を確実に

推進していく必要がある。 

２ 第４回アフリカ開発会議等の成功に向けた関係施設の安全確認及び危機発生時

に迅速・的確な対応ができる体制整備を更に推進する必要がある。 

３ 「横浜市救急条例」に基づく、新たな救急体制を構築し、公正・公平な救急サー

ビスを提供することにより救命率の向上を図る必要がある。 

４ 市民からの要望は、「防犯対策」が５年連続１位となっており、防犯対策のさら

なる推進が必要である。一方で、刑法犯認知件数が減少に転じていることから、市

民の体感不安解消に向けた取組も必要である。 

５ 危機管理センターの整備を完了させるほか、あらゆる危機に対処するための情報

基盤の整備が必要である。 

６ 風通しの良い職場づくりを更に推進するとともに、「組織目標」や「各職場にお

ける情報」の共有について、より一層の取組が必要である。 
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Ⅳ 基本目標の実現を目指した重点推進事業           
 

＜基本目標１：安全・安心な暮らしをサポートします！＞ 

１－１ 体感不安解消・防犯キャンペーン（地域安全支援課）                

防犯パトロールの支援など、さまざまな防犯対策を継続して推進するとと 

もに、テレビ、新聞などの広報媒体を活用し、身近な犯罪である自転車盗、 

振り込め詐欺の防止をはじめ、あらゆる防犯活動に関する広報を行い、市民 

に対して犯罪を許さない都市横浜をアピールすることで、市民の体感不安の 

解消を目指します。 

 
 
 

１－２ 木造住宅耐震化の促進（危機管理課）                       

「木造住宅耐震診断士派遣事業」、「木造住宅耐震改修促進事業」等の制度 

に加え、新たに実施する「木造住宅建替補助事業」や「耐震シェルター等設 

置推進事業」等について、効果的に市民へＰＲするための手段を検討し、大 

規模地震発生時における被害軽減策の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

１－３ 住宅防火対策の推進（予防課・指導課・査察課・消防署）              

平成23年５月末までに全ての住宅に設置する必要がある住

宅用火災警報器の設置を促進するため、自治会等を単位とする

共同購入事業に取り組むほか、共同住宅にローラー作戦を展開

するなど、住宅防火対策に向けた取組を推進します。 

                   また、放火火災に関する注意を喚起するとともに、放火防止

カメラの増強配置等による放火火災の防止対策を推進します。 

 

 

 

 

１－４ 機動力ある子どもの安全の推進（地域安全支援課）                

「子どもの安全ネットワーク会議」「子どもの安全・防犯啓発イベン 

ト」の開催やシンボルマークの作製を通じ、参加団体・行政等関係機関 

が連携し、子どもの安全対策を社会ぐるみで強力に推進します。 

また、関係機関と連携しながら、「こども安全かるた」の作成や「防 

犯に関するビデオ」等を活用するなど、先駆的な取組を行います。 

 

 

 

 

 

目標 
市民への理解を深め、防犯対策に対する市民満足度の向上

【19年度末５％→20年度末6％】

目標 
・木造住宅耐震化に係る効果的なＰＲ手法の確立【３月】 

・木造住宅耐震診断【2,500戸】 

 住宅用火災警報器の普及広報 
目標

・自治会等での住宅用火災警報器の共同購入【280自治会】

・放火防止カメラの設置促進       【12月】 

子どもの安全ネットワーク会議
目標 

子どもの見守り活動の実施により、防犯対策の市民満足度向上

【19年度末５％→20年度末6％】

防犯パトロール
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１－５ ライフステージに応じた防災教育の充実（予防課・消防署）             

防火、防災普及啓発ガイドラインに基づく、ライフステージに応じた防

災指導教育手法の充実を図るとともに、防災ライセンスリーダー等ボラン

ティアが地域の訓練に参加しやすい環境を整えます。 

また、全小学校を対象とした「お出かけ防災教室」を開催するなど、

広く防火・防災思想の普及を図ります。 

 

 

 

 

１－６ 安全・安心ステーション事業の推進（消防署）                    

 消防署が市民に開かれた安全・安心ステーションとして、地域実情に 

応じた防火・防災・防犯等に関するタイムリーな情報を発信するほか、 

職員による見守り活動を行い、安全・安心な暮らしをサポートします。 

 

 

 
 
 
 
 

＜基本目標２：あらゆる危機に的確に対処します！＞ 

２－１ アフリカ開発会議（TICAD Ⅳ）開催等に伴う警戒体制の強化（緊急対策課・査察課・警防課・消防署）    

アフリカ開発会議や北海道洞爺湖サミット、開港150周年記念イベン

ト等の開催に備え、関係機関と連携した警戒体制を強化し、関連施設の安

全確認やテロを想定した訓練を実施するなど、的確な対策を講じます。 

また、会議等で使用する施設、宿泊施設及び周辺の集客施設等に対し、

特別査察を実施し、各種イベントの成功に向けた側面的支援を行います。 

 

 

 

  

２－２ 横浜市業務継続計画（ＢＣＰ）の策定（危機管理課）                   

大規模災害時における市民生活に必要な行政サービスの提供を維持するため、 

横浜市業務継続計画（ＢＣＰ）の策定に着手します。 

３か年事業の初年度となる今年度は、全庁的な策定検討組織を立ち上げ、区 

役所業務の調査・仕分けを行った上で、業務中断による影響分析等を実施し、 

危機発生時に優先実施すべき業務を選定します。 

 

 

 

 

 

 

 

＜基本目標１：安全・安心な暮らしをサポートします！＞

 防災指導イメージ 目標 
地域とボランティアと行政が連携した訓練やお出かけ防災教

室の実施による地域の防火・防災力の向上      【３月】

目標 
各消防署所における地域実情に応じた取

組による安心感の醸成      【３月】 

安全・安心ステーション

 横浜市国民保護（テロ対策）実働訓練 
目標

・アフリカ開発会議等に伴う警戒体制の確立  【７月】 

・開港150周年記念イベントの警戒体制の確立【３月】 

目標 
区役所業務について、危機発生時に

優先実施すべき業務を選定 【３月】

＜基本目標２：あらゆる危機に的確に対処します！＞

横浜市庁舎

   住宅用火災警報器が大切な「命」「財産」を守ります。 

   ～すべてのご家庭に、住宅用火災警報器を～ 
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２－３ 新たな救急システムの構築（救急課・警防課・司令課）               

「横浜市救急条例」の施行に向けて、救急隊等の弾力的な運用体制 

を確立するとともに、119 番通報者に対し、医療従事者等による適切 

なアドバイス等を行う救急相談サービスを導入するなど、新たな救急シ 

ステムを構築し、救命率の向上を図ります。 

 

 

 

 

２－４ 消防団活動体制の充実強化（総務課・消防署）                   

消防団の効率的な活動を促進するため、分団数、班数等の再編を行う

とともに、必要な積載車及び器具置場を適正に整備するなど、消防団活

動体制の充実強化を図ります。 

また、消防団員の処遇改善に向け、関係局との調整を進めます。 

 

 

 

 

２－５ 危機対処計画の見直し等による危機管理体制の充実強化（危機対処計画課・地域安全支援課・計画課 ）   

 震災や風水害などの自然災害に加え、市民生活を脅かす様々な危機に対処するため、市及び区の 

危機対処計画を見直します。 

また、備蓄食料の見直しを図るほか、 

関係局と連携した新型インフルエンザ 

対策等を推進し、危機管理体制の充実 

を図ります。 

 

２－６ 危機管理センターの整備（危機管理課・情報技術課）                

危機管理センター(本部会議室、関係機関執務室、備蓄室等）を整備 

するとともに、効果的な情報伝達を可能とする危機管理システム（情 

報系システム）の整備を進め、あらゆる危機に迅速・的確に緊急対策 

が決定できる体制を整備します。 

 

 

 

 

２－７ 全市的な危機対処力の向上（危機管理課・緊急対策課・教育課）           

災害時の迅速、的確な対応を図るため、本市職員に対する危機管理セミナーを開催するとともに、危

機が発生した際に、職員個々がどのように対処すべきかについて、緊急対策チーム訓練などの実践的な

訓練を実施し、本部運営に係るマニュアルを見直すほか、市新採用職員600人を対象に消防訓練センタ

ーで宿泊制による危機管理研修を実施し、 

危機管理に関する知識の蓄積と危機管理意 

識の醸成を図ります。 

 

 

＜基本目標２：あらゆる危機に的確に対処します！＞

目標
救急隊等の運用体制の確立と 

救急相談サービスの導入 【10月】 

目標

・公的備蓄食料の見直し  【11月】 
・防災計画震災対策編の見直し 【12月】 
・新型インフルエンザ対策の庁内推進体制の整備【12月】
・区別計画の修正・策定 【３月】 

危機管理センター
目標 

危機管理センター及び危機管理システムの

整備完了及び全面運用開始    【３月】 

目標
・危機管理セミナーの開催【毎月１回、延べ約3,600人】

・新採用職員に対する危機管理研修の実施  【10月】

・各種訓練の実施とマニュアルの見直し   【３月】 

 
高規格救急車 

ミニ消防車

目標
・分団・班の再編の推進    【12月】 

・積載車、器具置場の整備 【20台、６棟】 
 消防団訓練会 
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２－８ 新たな警防体制・戦術の構築（警防課・司令課・航空管制科）               

１１９番通報時の「災害トリアージ」により、災害規模に応じた消防隊等の 

投入する体制を構築するほか、航空消防隊と消防隊の連携を強化し、活動任務 

の明確化やより効率的な消防隊等の運用を図ります。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

＜基本目標３：安全基盤の整備を推進します！＞ 

３－１ 緊急警報伝達システムの整備（情報技術課）                    

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を介して配信される国からの 

緊急情報を、市内４６８か所の地域防災拠点等から多くの市民に伝達する 

ための「緊急警報伝達システム」の整備を進めます。 

 
 
 
 
 

３－２ 高度安全安心ネットワーク（ＡＳＩＮ）の整備（司令課）              

関係機関及び消防車両との間でのネットワークや映像伝送システムを引 

続き整備するとともに、情報集約システムを新たに構築し、大規模災害等 

の危機発生時において、国・県・関係機関等との間で、現場映像等の情報 

が共有され、あらゆる事態に迅速・的確に対応できる体制を構築します。 

 

 

 
 
 

３－３ 消防・救急デジタル無線の整備（司令課）                     

平成28年５月までに移行する必要がある消防・救急デジタル無線の整備に向け、 

候補基地局からの電波到達距離や範囲を実地調査し、県下の基地局数の決定など 

を行います。 

 
 
  
 
 
 
 

＜基本目標２：あらゆる危機に的確に対処します！＞

目標 
災害種別、規模に応じた消防隊等の投入によ

る効率的な部隊運用の確立     【８月】 

目標 
システム全体の設計及び６区分の実施設計の完了 

【３月】

消防司令センター

目標 
関係機関・消防車両等のﾈｯﾄﾜｰｸの整備完了    

（関係機関30か所、車両58台、映像伝送19台）【12月】 

目標 
・実地調査結果に基づく県下の基地局数決定 

・当局の無線運用について基本構想を確立 【12月】 

 消防司令センター 

＜基本目標３：安全基盤の整備を推進します！＞ 

 消火活動イメージ 

 
はまちどり１、はまちどり２ 



 6

３－４ 消防庁舎の整備と適正配置の推進（企画課・施設課）                

「横浜型消防力再編計画」に基づく消防出張所の適正配置を進めます。 
また、老朽化の進んでいる消防出張所の建て替えなどを行います。 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

＜基本目標４：親しまれ、信頼される組織づくりを推進します！＞ 

４－１ 市民を守り続ける体制の構築（企画課・人事課）                  

消防署における新たな勤務体制・業務執行体制の構築に向け、一部の消防署における試行を継続し、より効

果的・効率的に市民サービスを提供できる体制を構築 

するほか、職員の処遇改善について関係局と調整し、 

検討を進めます。 

 

４－２ 情報共有化の推進と職場風土改革の推進（企画課・全所属）             

Ｅラーニングシステムやグループウェア等のツールを活用した情報提供の場を作り、局全体における情報の

共有化を図るほか、改革推進委員会における活発な議論や改革事例発表会を開催し、改善・改革の連鎖を促進

するなど、市民満足度の向上を目指した職場風土 

改革を推進します。 

 

４－３ 人材育成、職員教育の推進（教育課・全所属）                   

消防訓練センターで行なうすべての教育(延べ1,580人)において、 

「人材育成ビジョン」、「横浜市職員行動基準」等に基づくコンプライア 

ンス教育を実施するほか、各所属と連携した教育を推進します。 

 

 
 
 
 

４－４ 地球温暖化対策の推進（全所属）                         

横浜市役所地球温暖化防止実行計画や横浜市脱温暖化行動方針（CO-DO30）に基づく取組みの推進
に向け、照明や事務機器の適正化や公用車等の効率的運用、エコドライブの推進を実践します。 

また、消防車両の消費燃料を削減するための装置を整備し、 
温室効果ガスの排出軽減など、脱温暖化対策を推進します。 
 
 
 
 

＜基本目標３：安全基盤の整備を推進します！＞

目標 

・ 消防出張所適正配置の推進 

・ 青葉台消防出張所（仮称）、奈良消防出張所（仮称）、

長津田消防出張所の整備推進               【３月】 

目標
・試行の検証  【12月】 

・検証結果に基づく方向性の確立 【３月】

目標
情報が共有化され、活発な議論が行われるなど、

各職場における改善・改革の取組が推進 【３月】 

目標 
市民の安全安心を担う職員として、様々な業務を行う

ために必要な専門的知識及び技術を習得  【３月】  職員教育イメージ 

目標
二酸化炭素排出量の減少 

【17年度比４％減】

＜基本目標４：親しまれ、信頼される組織づくりを推進します！＞

消防出張所
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